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大村市議会 検索検索

広報委員会
● 委員長　岩永 愼太郎　● 副委員長　井上 潤一
● 委　員　神近 寛　野島 進吾　宮田 真美　城 幸太郎　水上 享　山口 弘宣

　深緑の色が増して、五月晴れがさらに気持ちいい季
節になりました。４月に新生活を迎えられた方々にお
かれましては、少しずつ新しい生活に慣れてきた頃で
はないでしょうか。
　大村市議会３月定例会では、平成30年度一般会計予
算など議案41件を審査し、全て原案通り可決（同意）さ
れ、大村市政も平成30年度がスタート致しました。

　20名の議員が登壇した市政一般質問での議論や、
新年度に向けた様々な議案を審査した各委員会にお
ける、市政の目的や課題に係る議論の経過など、限ら
れた範囲ではありますが、できるだけわかりやすくお
伝えできるよう編集しております。今年度も多くの皆様
に読んで頂ける「市議会だより」を目指し取り組んで参
ります。是非これからもお読み頂き、お気軽にご意見
をお寄せ頂ければ幸いでございます。

　平成30年２月22日、三浦議長は、中村県知事、
園田市長ほか関係自治体及び民間団体関係者とと
もに、国土交通省及び地元選出国会議員に対し、
国道34号大村～諫早間４車線化についての新規事
業化を求める要望活動を行いました。
（３月30日に国土交通省は、平成30年度の新規事
業に決定したことを公表しました。）

（野島 進吾）

市議会だより編集後記

（表紙の写真）3月29日、満開の桜が咲く大村公園
で、もうすぐ小学一年生のお友だちを撮影しました。

国土交通大臣に要望を行いました

三浦議長（写真右から３番目）は、
関係者とともに石井国土交通大臣に要望書を手渡しました

P7

　
３
月
定
例
会
の
本
会
議
に
は
、１
６
６
名

の
市
民
の
皆
様
に
傍
聴
し
て
い
た
だ
き
、大

変
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　
今
後
も
、市
政
発
展
の
た
め
に
全
力
で
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
の
で
、よ
ろ
し
く
お

願
い
し
ま
す
。　

　
本
会
議・委
員
会
は
ど
な
た
で
も
傍
聴
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。市
民
の
皆
様
か
ら
選

ば
れ
た
市
議
会
議
員
の
活
動
や
市
政
の
方
針

な
ど
を
直
接
確
か
め
る
こ
と
が
で
き
る
最
も

身
近
な
方
法
で
す
。

　
事
前
の
申
し
込
み
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
の

で
、お
気
軽
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

本
会
議・委
員
会
の
傍
聴
に
お
越
し
く
だ
さ
い

※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
※６月７日（木）の議会運営委員会で決定します。

14日（木）・15日（金）
10時

本会議（市政一般質問）

18日（月）～20日（水）
10時

本会議（市政一般質問）

平成30年６月定例会の予定

21日（木）・22日（金）
10時

委員会（議案審査）

25日（月）
13時

委員会（議案審査）

28日（木）
10時

本会議（議案審議）

12日（火）
10時

本会議（議案審議）

6月
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＊
大
村
市
指
定
居
宅
介
護
支
援
等
の
事

業
の
人
員
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
等

を
定
め
る
条
例

〔
概
要
〕

　
介
護
保
険
法
の
改
正
に
伴
い
、
現
在
、

県
が
行
っ
て
い
る
指
定
居
宅
介
護
支
援

事
業
者
の
指
定
に
つ
い
て
、
市
が
行
う

こ
と
と
さ
れ
た
た
め
、
事
業
者
の
指
定

に
必
要
な
基
準
等
を
定
め
る
も
の

〔
審
査
内
容
〕

　
　
事
業
者
の
指
定
業
務
が
県
か
ら
市
に

移
管
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
改
め
て

市
で
事
業
者
を
指
定
し
直
す
の
か
。

　
　
指
定
の
有
効
期
間
は
６
年
間
と
な
っ

て
い
る
た
め
、
既
に
指
定
を
受
け
て

い
る
事
業
者
は
、
み
な
し
と
い
う
形

で
取
り
扱
い
、
更
新
時
期
に
市
で
指

定
を
行
う
。

　
工
事
施
工
に
関
す
る
協
定
の
変
更
に

つ
い
て
な
ど
、
３
件
の
議
決
議
案
を
可

決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
工
事
施
工
に
関
す
る
協
定
の
変
更
に

つ
い
て

〔
概
要
〕

　
木
場
ス
マ
ー
ト
イ
ン
タ
ー
チ
ェ
ン
ジ

の
建
設
に
あ
た
り
、
市
と
Ｎ
Ｅ
Ｘ
Ｃ
Ｏ

西
日
本
で
締
結
し
て
い
た
協
定
に
つ
い

て
、
高
速
道
路
本
線
を
跨
ぐ
橋
梁
の
工

事
費
用
に
お
け
る
市
の
負
担
分
を
県
が

負
担
す
る
こ
と
と
な
っ
た
た
め
、
協
定

金
額
を
減
額
す
る
も
の
（
１
億
１
，
７

３
２
万
２
，
１
８
７
円
を
減
額
）

〔
審
査
内
容
〕

　
　
橋
梁
工
事
に
つ
い
て
、
県
が
負
担
す

る
こ
と
に
な
っ
た
理
由
を
尋
ね
る
。

　
　
市
か
ら
要
望
が
あ
っ
た
こ
と
に
加
え
、

木
場
ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ
の
近
く
に
は
第

三
次
救
急
医
療
機
関
で
あ
る
長
崎
医

療
セ
ン
タ
ー
が
あ
り
、
開
通
に
よ
っ

て
広
域
的
な
利
便
性
が
増
す
と
い
う

こ
と
を
総
合
的
に
勘
案
し
た
結
果
、

県
が
負
担
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

　
約
18
億
５
，
０
０
０
万
円
を
増
額
す
る

平
成
29
年
度
の
一
般
会
計
補
正
予
算
を

可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次
の

と
お
り
で
す
。

＊
中
学
校
施
設
環
境
改
善
事
業

〔
概
要
〕

　
快
適
な
学
習
環
境
を
確
保
す
る
た
め

に
、
中
学
校
の
全
普
通
教
室
（
97
教

室
）
に
空
調
設
備
を
整
備
す
る
も
の
。

平
成
31
年
度
供
用
開
始
予
定
。

〔
補
正
額
〕

　
債
務
負
担
行
為
限
度
額
４
７
４
万
６
，

０
０
０
円
（
実
施
設
計
委
託
料
）

〔
審
査
内
容
〕

　
　
空
調
設
備
の
熱
源
利
用
方
式
に
つ
い

て
尋
ね
る
。

　
　
熱
源
と
し
て
電
気
と
ガ
ス
の
ど
ち
ら

を
採
用
す
る
の
か
は
、
イ
ニ
シ
ャ
ル

コ
ス
ト
、
ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト
等
を

含
め
て
実
施
設
計
の
段
階
で
検
討
を

す
る
。

　
大
村
市
指
定
居
宅
介
護
支
援
等
の
事

業
の
人
員
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
等

を
定
め
る
条
例
の
制
定
や
、
大
村
市
ス

ポ
ー
ツ
振
興
基
金
条
例
の
廃
止
な
ど
、

20
件
の
条
例
制
定
、
改
正
、
廃
止
案
を

可
決
し
ま
し
た
。

　
委
員
会
で
の
主
な
審
査
内
容
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
大
村
市
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基
金
条
例
を

廃
止
す
る
条
例

〔
概
要
〕

　
平
成
31
年
度
中
に
ス
ポ
ー
ツ
振
興
基

金
の
残
高
が
な
く
な
る
見
込
み
で
あ
る

た
め
、
本
条
例
を
廃
止
す
る
も
の

〔
審
査
内
容
〕

　
　
本
条
例
の
廃
止
に
よ
り
、
ス
ポ
ー
ツ

振
興
基
金
を
活
用
し
た
事
業
の
事
業

費
が
削
減
さ
れ
る
こ
と
を
危
惧
す
る

が
、
平
成
30
年
度
の
予
算
措
置
は
ど

う
な
る
の
か
。

　
　
平
成
30
年
度
は
、
本
基
金
か
ら
の
繰

入
金
約
１
，
０
０
０
万
円
が
な
く
な

る
た
め
、
一
般
財
源
を
増
額
す
る
と

と
も
に
、
ふ
る
さ
と
づ
く
り
寄
附
金

を
活
用
す
る
こ
と
で
、
平
成
29
年
度

と
同
程
度
の
事
業
を
行
う
。

3月
定例会

補
正
予
算

平成29年度の補正予算のほか、平成30年度の一般・特別・企業会計の当初予算、条例制定・改正・廃止
など、41議案を可決（同意）しました。

（3月18日に木場スマートICの開通式がありました）

厚
生
文
教
委
員
会

総
務
委
員
会

議
　決

定例会

Ｑ

ＱA

ＱA

3月

A

ＱA

注
１

「
中
学
校
の
全
普
通
教
室
に
エ
ア
コ
ン

が
整
備
さ
れ
ま
す
」

「
木
場
ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ
の
開
通
で
便
利

に
な
り
ま
す
」

条
　例

「
基
金
条
例
廃
止
後
、事
業
の
継
続
は
？
」

▼
注
１
：
事
業
が
単
年
度
で
終
了
せ
ず
に
後
の
年
度
に
お
い
て
も
支
出
が
必
要
と
な
る
場
合
、
あ
ら
か
じ
め
後
の
年
度
の
債
務
を
予
算
上
で
約
束
し
て
お
く
こ
と

厚
生
文
教
委
員
会

経
済
建
設
委
員
会
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平成29年度の補正予算のほか、平成30年度の一般・特別・企業会計の当初予算、条例制定・改正・廃止
など、41議案を可決（同意）しました。

（3月18日に木場スマートICの開通式がありました）

厚
生
文
教
委
員
会

総
務
委
員
会

議
　決

定例会

Ｑ

ＱA

ＱA

3月

A

ＱA

注
１

「
中
学
校
の
全
普
通
教
室
に
エ
ア
コ
ン

が
整
備
さ
れ
ま
す
」

「
木
場
ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ
の
開
通
で
便
利

に
な
り
ま
す
」

条
　例

「
基
金
条
例
廃
止
後
、事
業
の
継
続
は
？
」

▼
注
１
：
事
業
が
単
年
度
で
終
了
せ
ず
に
後
の
年
度
に
お
い
て
も
支
出
が
必
要
と
な
る
場
合
、
あ
ら
か
じ
め
後
の
年
度
の
債
務
を
予
算
上
で
約
束
し
て
お
く
こ
と

厚
生
文
教
委
員
会

経
済
建
設
委
員
会
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一
般
会
計
当
初
予
算
の
審
査
に
お
け

る
議
員
か
ら
の
主
な
質
疑
・
意
見
は
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
子
育
て
推
進
事
業（
子
育
て
応
援
リ

ユ
ー
ス
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
）

　
本
事
業
で
は
、
市
民
間
で
子
育

て
用
品
を
譲
り
合
う
た
め
の
オ
ー

ク
シ
ョ
ン
を
開
催
し
て
い
る
が
、

平
成
29
年
度
の
落
札
件
数
か
ら
見

る
と
、
経
費
が
か
か
り
過
ぎ
て
い

る
。
効
率
的
な
実
施
に
向
け
、
事

業
の
見
直
し
を
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
の
で
は
な
い
か
。

　
再
利
用
と
い
う
面
だ
け
で
見
れ

ば
経
費
が
か
か
り
す
ぎ
て
い
る
が
、

本
事
業
は
、
市
民
の
子
育
て
に
参

加
す
る
意
欲
や
地
域
で
子
ど
も
を

育
て
る
意
識
な
ど
を
高
め
る
こ
と

も
目
的
と
し
て
い
る
。
平
成
30
年

度
の
事
業
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、

企
業
な
ど
か
ら
の
協
賛
も
含
め
、

経
費
縮
減
に
努
め
た
い
。

＊
空
家
等
対
策
事
業

　
市
が
使
用
不
能
と
判
断
し
て
い

る
空
き
家
に
つ
い
て
、
市
が
強
制

撤
去
を
す
る
こ
と
は
、
法
的
に
可

能
な
の
か
。

　
指
導
か
ら
撤
去
命
令
ま
で
段
階

的
に
行
い
、
所
有
者
等
が
命
令
に

従
わ
な
け
れ
ば
、
代
執
行
に
よ
り

解
体
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

＊
地
籍
調
査
事
業

　
萱
瀬
地
区
は
森
林
の
割
合
が
非

常
に
高
く
、
今
後
、
所
有
者
の
世

代
交
代
な
ど
で
境
界
を
把
握
し
て

い
る
方
が
少
な
く
な
り
調
査
が
困

難
と
な
る
た
め
、
可
能
な
限
り
早

く
取
り
組
む
こ
と
は
で
き
な
い
か
。

　
森
林
法
の
改
正
に
よ
り
、
林
地

台
帳
の
作
成
を
進
め
る
必
要
が
あ

り
、
そ
の
前
提
と
な
る
も
の
が
地

籍
調
査
で
あ
る
。
平
成
30
年
度
に

地
籍
調
査
事
業
年
度
別
実
施
計
画

の
第
７
次
計
画
を
策
定
す
る
こ
と

と
し
て
お
り
、
萱
瀬
地
区
は
森
林

の
占
め
る
割
合
が
非
常
に
高
い
た

め
、
少
し
で
も
前
進
で
き
る
よ
う

に
取
り
組
み
た
い
。

＊
出
張
所
整
備
改
修
事
業

　
今
後
、
出
張
所
を
建
て
替
え
る

方
針
が
あ
る
の
か
。

　
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
計

画
で
は
、
大
規
模
改
修
や
耐
震
補
強

な
ど
に
よ
り
、
70
年
間
使
用
す
る
方

針
と
し
て
い
る
。
急
速
に
進
展
し
て

い
る
情
報
技
術
革
新
な
ど
を
考
慮
し

な
が
ら
、
出
張
所
の
施
設
と
し
て
の

必
要
性
も
含
め
て
見
極
め
た
い
。

＊
手
話
推
進
事
業
（
新
規
事
業
）

　
事
業
の
概
要
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
出
張
所
等
に
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

を
配
置
し
、
障
が
い
福
祉
課
（
中

心
市
街
地
複
合
ビ
ル
）
の
手
話
通

訳
者
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
を
介
し

遠
隔
で
通
訳
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
実

施
す
る
。
ま
た
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
上
で
動
画
配
信
し
て
い
る
広
報

お
お
む
ら
の
番
組
に
お
い
て
、
画

面
上
に
手
話
通
訳
者
の
映
像
を
挿

入
す
る
予
定
で
あ
る
。

＊
結
婚
応
援
事
業
（
新
規
事
業
）

　
事
業
費
の
内
訳
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
こ
ど
も
セ
ン
タ
ー
の
２
階
に
あ

る
長
崎
県
婚
活
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
県
央
支
所
が
４
月
か
ら
市
に

移
管
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
ス

タ
ッ
フ
２
名
分
の
人
件
費
、
セ
ン

タ
ー
運
営
費
及
び
婚
活
イ
ベ
ン
ト

業
務
委
託
費
を
計
上
し
て
い
る
。

な
お
、
婚
活
イ
ベ
ン
ト
に
つ
い
て

は
、
事
業
者
か
ら
企
画
提
案
を
し

て
も
ら
う
予
定
で
あ
る
。

＊
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

　
今
回
Ｉ
Ｔ
に
特
化
し
た
専
門
相

談
員
を
配
置
す
る
理
由
に
つ
い
て

尋
ね
る
。

　
平
成
29
年
７
月
の
セ
ン
タ
ー
開

設
か
ら
の
８
カ
月
間
で
、
相
談
件

数
は
延
べ
５
７
８
件
と
な
り
、
そ

の
う
ち
約
34
％
が
Ｉ
Ｔ
に
関
す
る

も
の
で
あ
っ
た
。
特
に
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
や
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
に
よ

る
Ｐ
Ｒ
等
に
関
す
る
相
談
が
多
い

こ
と
か
ら
、
新
た
に
Ｉ
Ｔ
に
特
化

し
た
専
門
の
相
談
員
を
配
置
す
る

こ
と
と
し
た
。

＊
３
世
代
同
居
・
近
居
促
進
事
業
（
新

規
事
業
）

　
事
業
の
目
的
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
核
家
族
化
の
進
展
に
よ
る
家
族

の
子
育
て
力
の
低
下
や
子
育
て
不

安
の
解
消
を
図
る
た
め
、
市
内
で

の
３
世
代
同
居
・
近
居
（
市
内
全

域
）
を
促
進
す
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
子
育
て
環
境
を
充
実
さ
せ

る
こ
と
に
よ
っ
て
大
村
市
の
ま
ち

と
し
て
の
魅
力
が
向
上
し
、
さ
ら

に
は
若
者
の
移
住
・
定
住
促
進
へ

と
つ
な
が
る
も
の
と
考
え
る
。

　
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
の
規
模
は
、
４

４
１
億
７
，
０
０
０
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
11

億
４
，
０
０
０
万
円
の
増
、
伸
び
率
は
２
．
６
％
と

な
っ
て
お
り
、
第
５
次
総
合
計
画
に
掲
げ
る
６
つ
の
基

本
目
標
を
柱
と
し
て
、
特
に
子
育
て
や
教
育
環
境
の
充

実
に
重
点
を
置
い
た
予
算
編
成
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

「
１
．
人
を
育
む
ま
ち
」
に
は
、
結
婚
応
援
事
業
や
教

育
・
保
育
施
設
整
備
事
業
な
ど
、
「
２
．
健
康
で
い
き

い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち
」
に
は
、
ス
ポ
ー
ツ
合
宿
等
誘

致
事
業
や
手
話
推
進
事
業
な
ど
、
「
３
．
安
全
・
安
心

な
ま
ち
」
に
は
、
駐
輪
場
整
備
事
業
や
通
学
路
安
全
対

策
事
業
な
ど
、
「
４
．
活
力
に
満
ち
た
産
業
の
ま
ち
」

に
は
、
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
や
大
村
湾
Ｚ
Ｅ

Ｋ
Ｋ
Ｅ
Ｉ
ラ
イ
ド
開
催
事
業
な
ど
、
「
５
．
機
能
的
で

環
境
と
調
和
し
た
ま
ち
」
に
は
、
新
幹
線
新
大
村
駅

（
仮
称
）
周
辺
整
備
事
業
や
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持

改
善
事
業
な
ど
、
「
６
．
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
と

市
民
協
働
の
推
進
」
に
は
、
住
民
主
導
型
地
域
活
性
化

事
業
や
移
住
・
定
住
促
進
事
業
な
ど
、
各
種
事
業
が
計

上
さ
れ
て
お
り
、
総
額
約
２
億
４
，
２
０
０
万
円
の
新

規
事
業
が
実
施
さ
れ
ま
す
。

平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
を
可

決
し
た
ほ
か
４
件
の
特
別
会
計
、６
件
の
企

業
会
計
の
当
初
予
算
を
可
決
し
ま
し
た
。

ＱＱ AＱA

ＱAＱA

ＱAＱA

Ｑ AA 平
成 

30 

年
度

一
般
会
計
当
初
予
算
の
概
要

議員からの 質疑 意見

企
画
政
策
部

総
務
部

都
市
整
備
部

財
政
部

市
民
環
境
部

こ
ど
も
未
来
部

産
業
振
興
部

福
祉
保
健
部

●平成30年度　一般会計当初予算　441億7,000万円

歳入
441億7,000万円

歳出
441億7,000万円

市税 25.2%
111億1,300万円
市税 25.2%
111億1,300万円
市税 25.2%
111億1,300万円

人件費 11.3%
49億7,671万円
人件費 11.3%
49億7,671万円
人件費 11.3%
49億7,671万円

扶助費 29.1%
128億4,051万円
扶助費 29.1%
128億4,051万円
扶助費 29.1%
128億4,051万円

公債費 7.0%
30億7,779万円
公債費 7.0%
30億7,779万円
公債費 7.0%
30億7,779万円

投資的経費 21.4%
94億7,281万円
投資的経費 21.4%
94億7,281万円
投資的経費 21.4%
94億7,281万円

物件費 10.0%
44億2,703万円
物件費 10.0%
44億2,703万円
物件費 10.0%
44億2,703万円

補助費等 10.6%
46億7,398万円
補助費等 10.6%
46億7,398万円
補助費等 10.6%
46億7,398万円

繰出金 6.8%
29億9,010万円
繰出金 6.8%
29億9,010万円
繰出金 6.8%
29億9,010万円

その他 3.8%
17億1,107万円
その他 3.8%
17億1,107万円
その他 3.8%
17億1,107万円

繰入金 5.3%
23億3,689万円
繰入金 5.3%
23億3,689万円
繰入金 5.3%
23億3,689万円

その他収入 7.0%
31億2,365万円
その他収入 7.0%
31億2,365万円
その他収入 7.0%
31億2,365万円

地方交付税 13.0%
57億5,000万円
地方交付税 13.0%
57億5,000万円
地方交付税 13.0%
57億5,000万円譲与税・交付金 5.4%

23億7,397万円
譲与税・交付金 5.4%
23億7,397万円
譲与税・交付金 5.4%
23億7,397万円

国・県支出金 30.7%
135億2,489万円 
国・県支出金 30.7%
135億2,489万円 
国・県支出金 30.7%
135億2,489万円 

市債 13.4%
59億4,760万円
市債 13.4%
59億4,760万円
市債 13.4%
59億4,760万円

注
２

注
３

▼
注
２
：
行
政
上
の
義
務
不
履
行
が
あ
る
場
合
、
行
政
庁
自
ら
が
義
務
者
の
な
す
べ
き
行
為
を
行
い
、
ま
た
、
第
三
者
に
行
わ
せ
、
そ
の
費
用
を
義
務
者
か
ら
徴
収
す
る
こ
と

▼
注
３
：
大
村
市
が
平
成
28
年
11
月
に
策
定
し
た
公
共
施
設
の
長
期
的
な
改
修
・
更
新
計
画
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一
般
会
計
当
初
予
算
の
審
査
に
お
け

る
議
員
か
ら
の
主
な
質
疑
・
意
見
は
次

の
と
お
り
で
す
。

＊
子
育
て
推
進
事
業（
子
育
て
応
援
リ

ユ
ー
ス
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
事
業
）

　
本
事
業
で
は
、
市
民
間
で
子
育

て
用
品
を
譲
り
合
う
た
め
の
オ
ー

ク
シ
ョ
ン
を
開
催
し
て
い
る
が
、

平
成
29
年
度
の
落
札
件
数
か
ら
見

る
と
、
経
費
が
か
か
り
過
ぎ
て
い

る
。
効
率
的
な
実
施
に
向
け
、
事

業
の
見
直
し
を
検
討
す
る
必
要
が

あ
る
の
で
は
な
い
か
。

　
再
利
用
と
い
う
面
だ
け
で
見
れ

ば
経
費
が
か
か
り
す
ぎ
て
い
る
が
、

本
事
業
は
、
市
民
の
子
育
て
に
参

加
す
る
意
欲
や
地
域
で
子
ど
も
を

育
て
る
意
識
な
ど
を
高
め
る
こ
と

も
目
的
と
し
て
い
る
。
平
成
30
年

度
の
事
業
実
施
に
あ
た
っ
て
は
、

企
業
な
ど
か
ら
の
協
賛
も
含
め
、

経
費
縮
減
に
努
め
た
い
。

＊
空
家
等
対
策
事
業

　
市
が
使
用
不
能
と
判
断
し
て
い

る
空
き
家
に
つ
い
て
、
市
が
強
制

撤
去
を
す
る
こ
と
は
、
法
的
に
可

能
な
の
か
。

　
指
導
か
ら
撤
去
命
令
ま
で
段
階

的
に
行
い
、
所
有
者
等
が
命
令
に

従
わ
な
け
れ
ば
、
代
執
行
に
よ
り

解
体
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

＊
地
籍
調
査
事
業

　
萱
瀬
地
区
は
森
林
の
割
合
が
非

常
に
高
く
、
今
後
、
所
有
者
の
世

代
交
代
な
ど
で
境
界
を
把
握
し
て

い
る
方
が
少
な
く
な
り
調
査
が
困

難
と
な
る
た
め
、
可
能
な
限
り
早

く
取
り
組
む
こ
と
は
で
き
な
い
か
。

　
森
林
法
の
改
正
に
よ
り
、
林
地

台
帳
の
作
成
を
進
め
る
必
要
が
あ

り
、
そ
の
前
提
と
な
る
も
の
が
地

籍
調
査
で
あ
る
。
平
成
30
年
度
に

地
籍
調
査
事
業
年
度
別
実
施
計
画

の
第
７
次
計
画
を
策
定
す
る
こ
と

と
し
て
お
り
、
萱
瀬
地
区
は
森
林

の
占
め
る
割
合
が
非
常
に
高
い
た

め
、
少
し
で
も
前
進
で
き
る
よ
う

に
取
り
組
み
た
い
。

＊
出
張
所
整
備
改
修
事
業

　
今
後
、
出
張
所
を
建
て
替
え
る

方
針
が
あ
る
の
か
。

　
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業
計

画
で
は
、
大
規
模
改
修
や
耐
震
補
強

な
ど
に
よ
り
、
70
年
間
使
用
す
る
方

針
と
し
て
い
る
。
急
速
に
進
展
し
て

い
る
情
報
技
術
革
新
な
ど
を
考
慮
し

な
が
ら
、
出
張
所
の
施
設
と
し
て
の

必
要
性
も
含
め
て
見
極
め
た
い
。

＊
手
話
推
進
事
業
（
新
規
事
業
）

　
事
業
の
概
要
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
出
張
所
等
に
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末

を
配
置
し
、
障
が
い
福
祉
課
（
中

心
市
街
地
複
合
ビ
ル
）
の
手
話
通

訳
者
が
タ
ブ
レ
ッ
ト
端
末
を
介
し

遠
隔
で
通
訳
す
る
サ
ー
ビ
ス
を
実

施
す
る
。
ま
た
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
上
で
動
画
配
信
し
て
い
る
広
報

お
お
む
ら
の
番
組
に
お
い
て
、
画

面
上
に
手
話
通
訳
者
の
映
像
を
挿

入
す
る
予
定
で
あ
る
。

＊
結
婚
応
援
事
業
（
新
規
事
業
）

　
事
業
費
の
内
訳
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
こ
ど
も
セ
ン
タ
ー
の
２
階
に
あ

る
長
崎
県
婚
活
サ
ポ
ー
ト
セ
ン

タ
ー
県
央
支
所
が
４
月
か
ら
市
に

移
管
さ
れ
る
こ
と
に
伴
い
、
ス

タ
ッ
フ
２
名
分
の
人
件
費
、
セ
ン

タ
ー
運
営
費
及
び
婚
活
イ
ベ
ン
ト

業
務
委
託
費
を
計
上
し
て
い
る
。

な
お
、
婚
活
イ
ベ
ン
ト
に
つ
い
て

は
、
事
業
者
か
ら
企
画
提
案
を
し

て
も
ら
う
予
定
で
あ
る
。

＊
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

　
今
回
Ｉ
Ｔ
に
特
化
し
た
専
門
相

談
員
を
配
置
す
る
理
由
に
つ
い
て

尋
ね
る
。

　
平
成
29
年
７
月
の
セ
ン
タ
ー
開

設
か
ら
の
８
カ
月
間
で
、
相
談
件

数
は
延
べ
５
７
８
件
と
な
り
、
そ

の
う
ち
約
34
％
が
Ｉ
Ｔ
に
関
す
る

も
の
で
あ
っ
た
。
特
に
、
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
や
フ
ェ
イ
ス
ブ
ッ
ク
に
よ

る
Ｐ
Ｒ
等
に
関
す
る
相
談
が
多
い

こ
と
か
ら
、
新
た
に
Ｉ
Ｔ
に
特
化

し
た
専
門
の
相
談
員
を
配
置
す
る

こ
と
と
し
た
。

＊
３
世
代
同
居
・
近
居
促
進
事
業
（
新

規
事
業
）

　
事
業
の
目
的
に
つ
い
て
尋
ね
る
。

　
核
家
族
化
の
進
展
に
よ
る
家
族

の
子
育
て
力
の
低
下
や
子
育
て
不

安
の
解
消
を
図
る
た
め
、
市
内
で

の
３
世
代
同
居
・
近
居
（
市
内
全

域
）
を
促
進
す
る
も
の
で
あ
る
。

ま
た
、
子
育
て
環
境
を
充
実
さ
せ

る
こ
と
に
よ
っ
て
大
村
市
の
ま
ち

と
し
て
の
魅
力
が
向
上
し
、
さ
ら

に
は
若
者
の
移
住
・
定
住
促
進
へ

と
つ
な
が
る
も
の
と
考
え
る
。

　
平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
の
規
模
は
、
４

４
１
億
７
，
０
０
０
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し
て
11

億
４
，
０
０
０
万
円
の
増
、
伸
び
率
は
２
．
６
％
と

な
っ
て
お
り
、
第
５
次
総
合
計
画
に
掲
げ
る
６
つ
の
基

本
目
標
を
柱
と
し
て
、
特
に
子
育
て
や
教
育
環
境
の
充

実
に
重
点
を
置
い
た
予
算
編
成
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
。

「
１
．
人
を
育
む
ま
ち
」
に
は
、
結
婚
応
援
事
業
や
教

育
・
保
育
施
設
整
備
事
業
な
ど
、
「
２
．
健
康
で
い
き

い
き
と
暮
ら
せ
る
ま
ち
」
に
は
、
ス
ポ
ー
ツ
合
宿
等
誘

致
事
業
や
手
話
推
進
事
業
な
ど
、
「
３
．
安
全
・
安
心

な
ま
ち
」
に
は
、
駐
輪
場
整
備
事
業
や
通
学
路
安
全
対

策
事
業
な
ど
、
「
４
．
活
力
に
満
ち
た
産
業
の
ま
ち
」

に
は
、
産
業
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業
や
大
村
湾
Ｚ
Ｅ

Ｋ
Ｋ
Ｅ
Ｉ
ラ
イ
ド
開
催
事
業
な
ど
、
「
５
．
機
能
的
で

環
境
と
調
和
し
た
ま
ち
」
に
は
、
新
幹
線
新
大
村
駅

（
仮
称
）
周
辺
整
備
事
業
や
地
域
公
共
交
通
確
保
維
持

改
善
事
業
な
ど
、
「
６
．
持
続
可
能
な
行
財
政
運
営
と

市
民
協
働
の
推
進
」
に
は
、
住
民
主
導
型
地
域
活
性
化

事
業
や
移
住
・
定
住
促
進
事
業
な
ど
、
各
種
事
業
が
計

上
さ
れ
て
お
り
、
総
額
約
２
億
４
，
２
０
０
万
円
の
新

規
事
業
が
実
施
さ
れ
ま
す
。

平
成
30
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算
を
可

決
し
た
ほ
か
４
件
の
特
別
会
計
、６
件
の
企

業
会
計
の
当
初
予
算
を
可
決
し
ま
し
た
。

ＱＱ AＱA

ＱAＱA

ＱAＱA

Ｑ AA 平
成 

30 

年
度

一
般
会
計
当
初
予
算
の
概
要

議員からの 質疑 意見

企
画
政
策
部

総
務
部

都
市
整
備
部

財
政
部

市
民
環
境
部

こ
ど
も
未
来
部

産
業
振
興
部

福
祉
保
健
部

●平成30年度　一般会計当初予算　441億7,000万円

歳入
441億7,000万円

歳出
441億7,000万円

市税 25.2%
111億1,300万円
市税 25.2%
111億1,300万円
市税 25.2%
111億1,300万円

人件費 11.3%
49億7,671万円
人件費 11.3%
49億7,671万円
人件費 11.3%
49億7,671万円

扶助費 29.1%
128億4,051万円
扶助費 29.1%
128億4,051万円
扶助費 29.1%
128億4,051万円

公債費 7.0%
30億7,779万円
公債費 7.0%
30億7,779万円
公債費 7.0%
30億7,779万円

投資的経費 21.4%
94億7,281万円
投資的経費 21.4%
94億7,281万円
投資的経費 21.4%
94億7,281万円

物件費 10.0%
44億2,703万円
物件費 10.0%
44億2,703万円
物件費 10.0%
44億2,703万円

補助費等 10.6%
46億7,398万円
補助費等 10.6%
46億7,398万円
補助費等 10.6%
46億7,398万円

繰出金 6.8%
29億9,010万円
繰出金 6.8%
29億9,010万円
繰出金 6.8%
29億9,010万円

その他 3.8%
17億1,107万円
その他 3.8%
17億1,107万円
その他 3.8%
17億1,107万円

繰入金 5.3%
23億3,689万円
繰入金 5.3%
23億3,689万円
繰入金 5.3%
23億3,689万円

その他収入 7.0%
31億2,365万円
その他収入 7.0%
31億2,365万円
その他収入 7.0%
31億2,365万円

地方交付税 13.0%
57億5,000万円
地方交付税 13.0%
57億5,000万円
地方交付税 13.0%
57億5,000万円譲与税・交付金 5.4%

23億7,397万円
譲与税・交付金 5.4%
23億7,397万円
譲与税・交付金 5.4%
23億7,397万円

国・県支出金 30.7%
135億2,489万円 
国・県支出金 30.7%
135億2,489万円 
国・県支出金 30.7%
135億2,489万円 

市債 13.4%
59億4,760万円
市債 13.4%
59億4,760万円
市債 13.4%
59億4,760万円

注
２

注
３

▼
注
２
：
行
政
上
の
義
務
不
履
行
が
あ
る
場
合
、
行
政
庁
自
ら
が
義
務
者
の
な
す
べ
き
行
為
を
行
い
、
ま
た
、
第
三
者
に
行
わ
せ
、
そ
の
費
用
を
義
務
者
か
ら
徴
収
す
る
こ
と

▼
注
３
：
大
村
市
が
平
成
28
年
11
月
に
策
定
し
た
公
共
施
設
の
長
期
的
な
改
修
・
更
新
計
画

に
取
り
組
み
た
い
。



議案番号議案番号 件　　　名件　　　名 議決結果議決結果

第３号議案第３号議案 大村市こども夢基金条例を廃止する条例 原案可決

第５号議案第５号議案 大村市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例 原案可決

第 11 号議案第 11 号議案 大村市介護保険条例の一部を改正する条例 原案可決

第 28 号議案第 28 号議案 平成 30 年度大村市一般会計予算 原案可決

第 29 号議案第 29 号議案 平成 30 年度大村市国民健康保険事業特別会計予算 原案可決

第 30 号議案第 30 号議案 平成 30 年度大村市後期高齢者医療事業特別会計予算 原案可決

第 31 号議案第 31 号議案 平成 30 年度大村市介護保険事業特別会計予算 原案可決

会派名会派名 みらいの風みらいの風 緑風会緑風会 至誠会至誠会 大政クラブ大政クラブ 社会クラブ社会クラブ 無会派無会派

第３号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × × × ○ ○ ○ ○ × × × ○ × × 12 10

第５号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ 19 3

第11号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ × × ○ 19 3

第28号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 21 1

第29号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 21 1

第30号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ 21 1

第31号議案 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ 20 2
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潤
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野
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三
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三
浦
正
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正
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（
議
長
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議
長
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神
近
神
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寛寛
（
副
議
長
）

（
副
議
長
）

議員名

議案番号

〔概要〕
平成29年度でこども夢基金の残高がなくなるため、本条例を廃止するもの

市議会だよりおおむら市議会だよりおおむら7 6

●賛否が分かれた議案と審議結果 ※賛否が分かれた議案のみ掲載しています

●議員別賛否一覧表

●大村市こども夢基金条例を廃止する条例が可決されました

（○は賛成　×は反対　三浦正司議長は採決に加わらない）

大村市こども夢基金条例を廃止する条例については、所管委員会、本会議において、さまざまな議論が交わされました。
議論の経過は次のとおりです。

厚生文教委員会

今までこども夢基金を充てていた事業については、今後も継続して行うのか。
市の事業は、年度ごとの成果を見ながら継続するかどうか判断しているため、現時点では明言できない。平成
30年度一般会計予算においては、平成29年度終了事業を除き、継続のための予算を計上している。

Ｑ

A

子育て支援に関する事業については、一般財源でしっかりやっていくべきだと思うが、これからも一般会計
予算に計上をしていくのか。
こども未来部としては、今後もしっかり予算要求をしていきたい。

Ｑ

A

＊主な質疑

採決の結果、可否同数となり、委員長裁決により原案を可決すべきものと決定しました。

大村市こども夢基金条例を廃止する条例

▼教育を含めた子育て支援、子育て環境の充
実については、不安定なボート事業の財源を
当てにすることなく、市の重要施策として、

一般財源でしっかり予算を組んだほうが良い。こども
夢基金を財源とした事業のうち、平成29年度までの
３年間の時限的事業としていた、第３子以降出産祝い
金事業だけは終了となるが、そのほかの事業について
は平成30年度予算でもしっかり計上されており、そ
の点は評価できる。

賛成

▼今回、こども夢基金が枯渇するという理由
で本議案が出されたが、スタンドや選手宿舎
の建替え、及びナイターレースの開催に目途が

ついた現在、今後の売り上げ、利益の伸びが期待できる
モーターボート競走事業からの繰り入れはこれからも
可能であり、財源の確保は期待できる。本事業が努力
して稼ぎ出した利益については、例えば、小学校のエア
コン設置や、公園遊具の整備などハード事業に特化し
て活用する積立基金として残すべきである。

反対

《討　論》

▼本基金は、ボート事業からの繰入金を原資
としてきたが、繰り入れが必ずあるとも限ら
ない。そういう基金で、子育て支援事業、あ

るいは少子化対策をやっていくというのは、非常に不
安定である。

賛成

▼今からますます少子化対策が重要になって
くる中で、一般財源では、少子化対策に必要
な事業が削られる可能性があるので、この基

金は残すべきである。

反対

《討　論》

採決の結果、賛成多数で原案を可決しました。

本会議



〔概要〕
平成29年度でこども夢基金の残高がなくなるため、本条例を廃止するもの

市議会だよりおおむら市議会だよりおおむら7 6

●賛否が分かれた議案と審議結果 ※賛否が分かれた議案のみ掲載しています

●議員別賛否一覧表

●大村市こども夢基金条例を廃止する条例が可決されました

（○は賛成　×は反対　三浦正司議長は採決に加わらない）

大村市こども夢基金条例を廃止する条例については、所管委員会、本会議において、さまざまな議論が交わされました。
議論の経過は次のとおりです。

厚生文教委員会

今までこども夢基金を充てていた事業については、今後も継続して行うのか。
市の事業は、年度ごとの成果を見ながら継続するかどうか判断しているため、現時点では明言できない。平成
30年度一般会計予算においては、平成29年度終了事業を除き、継続のための予算を計上している。

Ｑ

A

子育て支援に関する事業については、一般財源でしっかりやっていくべきだと思うが、これからも一般会計
予算に計上をしていくのか。
こども未来部としては、今後もしっかり予算要求をしていきたい。

Ｑ

A

＊主な質疑

採決の結果、可否同数となり、委員長裁決により原案を可決すべきものと決定しました。

大村市こども夢基金条例を廃止する条例
▼教育を含めた子育て支援、子育て環境の充

実については、不安定なボート事業の財源を
当てにすることなく、市の重要施策として、

一般財源でしっかり予算を組んだほうが良い。こども
夢基金を財源とした事業のうち、平成29年度までの
３年間の時限的事業としていた、第３子以降出産祝い
金事業だけは終了となるが、そのほかの事業について
は平成30年度予算でもしっかり計上されており、そ
の点は評価できる。

賛成

▼今回、こども夢基金が枯渇するという理由
で本議案が出されたが、スタンドや選手宿舎
の建替え、及びナイターレースの開催に目途が

ついた現在、今後の売り上げ、利益の伸びが期待できる
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市政一般質問

田中　博文 議員

　汚水処理人口普及率の向上のため、平成28年度に策
定した「おおむら汚水処理構想」に基づき、平成31年
度から公共下水道区域の拡大工事が予定されている。
このことについては、市内６地区で市民説明会が開催
されたが、市民の十分な理解を得るためにも、再度、
対象地区の公民館単位での説明会を開催してほしいが
どうか。

野島　進吾 議員

　待機児童の約90％が０歳児から２歳児で、この時期
に母親と過ごすことは大切であるが、出来ないのは親
の事情と都合である。大学時代の友人が書いた本には、
「人間本来の本質で最も大事な天性は、自分では学べ
ず、特に３歳ぐらいまでに母親から授かるものであ
る。」と書かれており、母親がその時期に子育てをで
きるような支援が大切である。保育支援のあり方を見
直すことが必要ではないか。

中瀬　昭隆 議員

ＦＲＰ船の廃船活用方法

上下水道事業の市民説明会

答

保育所待機児童と
子育て支援

答

　道路交通法の改正により、平成29年３月以降に取得
した普通免許では、消防団配備の3.5ｔ以上の車両の
運転ができなくなり、準中型免許の取得が必要となっ
た。国は、消防団員の準中型免許取得に要する経費を
助成する自治体に対し、特別交付税措置を決定した。
このことは、大村市の政策要望の成果でもあるため、
市には助成制度の創設を求める。

　ＦＲＰ船は、木造船より軽量で耐久性に優れている
ことから、広く普及している。しかし、県内では老朽
化が進み、廃船数も増えている。廃船は産業廃棄物に
分類され、処理費用も高額なことから、放置艇が問題
視され始めている。このため、廃船後の活用として、
漁礁化の検討や、廃船処理費用に助成する考えはない
か尋ねる。

神近　寛 議員

国を動かした大村市と
大村市消防団

　下水道区域の拡大に伴う地元説明会につ
いては、地元との日程調整を行い、再度、

開催したい。　

　現在、国においては、働き方改革として
さまざまな取り組みが進められようとして

いるが、直ちに状況が変わる
とは考えられない。市として
は、特に１歳児、２歳児の高
い保育ニーズに対し、引き続
き、保育所等の受け皿確保に
努めていきたい。

答答 　国において、自治
体への財政措置が設

けられたため、消防団と協議
を行った上で、早急に助成制
度をつくり、平成30年度の補
正予算で対応できるよう検討
したい。

 ＦＲＰ船の廃船処理費用に対する助成に
ついては、費用負担面以外に、補助の目的

である公益性なども含め、今後研究・検討したい。
また、廃船となったＦＲＰ船の漁礁化については、
コンクリート漁礁よりも費用がかさむことから、
県内では現在ほとんど事例がなく、活用は難しい
と考えているが、県などを通じて情報収集に努め、
研究したい。

福祉・医療・保健

市政
一般 質問

■ 教育・文化・スポーツ
■ 都市整備
■ 行財政・一般

■ 防犯・防災
■ 生活・環境
■ 福祉・医療・保健
■ 産業・経済・労働

P12～14
P15
P15～18

P8.9
P9
P9～11
P11.12

● 索　引 ●

防犯・防災防犯・防災

防犯・防災 防犯・防災

３月定例会では、20名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。

　３年以上活動していない自主防災組織は、未結成と
同じなのではないか。再度、防災訓練や講習会など、
行政による支援が必要である。また、自主防災組織と
各消防分団の関係を強化し、組織の活性化を図る必要
があるのではないか。

田中　秀和 議員

　市内の全世帯を対象に無償貸与されている「防災ラ
ジオ」について、某町内会の不燃物収集日に２世帯分
の２台が廃棄されているとの報告を受けた。市民に対
する、「防災ラジオ」の取り扱いや保管、市外等へ転
出するときの返還方法についての周知不足は論を待た
ないところである。今回の事案を受け、今後の対策を
どのように考えているのか尋ねる。

山北　正久 議員

総務行政

自主防災組織の活動状況は

答

「防災ラジオ」の不燃物廃棄

答

　消防団員の準中型免許取得費用への補助は考えてい
るのか。また、消防団員の活動服は、規則では４年経
過後、新たに支給することとなっているが、更新計画
はあるのか。また、消防団員の出動手当は、出動した
人数分が支給されているのか。

　訓練が行われていない自主防災組織に対
しては、文書の送付や地区別ミーティング

等での呼びかけなどを行っているが、てこ入れの
ため、再度通知するほか、住民からの声が広がる
よう、広報に取り組みたい。また、自主防災組織
と各消防分団との連携については、訓練が行われ
るときには、極力地元の分団にも参加してもらっ
ているが、100％ではないため、今後、分団と町
内会の連携について消防団と協議したい。

　市外転出者等の防災ラジオについては、
返却していただくよう、防災行政無線で放

送するなど、しっかりと効果的に周知を行ってい
きたい。

答 　消防団員の準中型免許取得については、
自治体が取得費用への助成を行った場合の

助成額に対して、国が新たに特別交付税措置を行
うようになった。今後、他市の状況などを踏まえ
つつ、消防団とも協議を行い、しっかりと取り組
みたい。また、消防団員の活動服については、平
成30年度当初予算に600名分の予算を計上してい
る。また、出動報酬につ
いては、消防団と必要人
数を協議し、30年度当
初予算で増額している。

朝長　英美 議員

▼
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市政一般質問

宮田　真美 議員

　子育て支援に逆行するとして、全国知事会や市長会
では国に対し、子どもの均等割の減免が要望されてい
る。東京都議会においても、国に対する意見書が採択
され、埼玉県ふじみ野市では、平成30年度からの第３
子以降の均等割の減免が昨年12月議会で可決された。
大村市でも子どもの均等割の減免を検討してほしいが
どうか。

宮田　真美 議員

ひきこもりの家族会の
立ち上げに協力を

国保税の子どもの
均等割の減免を求める

答

　若年性認知症は、65歳未満で発症する認知症である。
また、認知症の前段階であるＭＣＩ（軽度認知症）は
適切な対応をとらなければ、認知症になる確率が高く
なる。このため、いずれの症状に対しても、早期発見
の支援体制の確立が極めて重要である。市内における
若年性認知症とＭＣＩの実態及び支援対策の現況につ
いて尋ねる。

　ひきこもりの方を支えているご家族から、「家族会
を立ち上げたい。運営は家族会で行うので、市には定
例での開催ができるように場所の確保と広報紙に開催
通知の掲載をお願いしたい。」との声が上がっている。
ひきこもりへの支援は、当事者だけではなく家族への
支援も大切である。市ができる支援と今後の家族会と
の連携をお願いしたい。

山北　正久 議員

若年性認知症
・軽度認知症の支援策

　国保税における子育て世代の負担軽減を
実施した場合、それ以外の被保険者の負担

増によって全体を賄う仕組みとなっているため、
どのような政策が最もふさわしいのかを慎重に議
論していきたい。なお、毎年、市長会を通じ国に
対して、子育て世代の負担軽減のための支援制度
創設の要望を提出しており、今後も市民の負担軽
減につながるよう行動したい。

答答 　若年性認知症については、現在、医師会
会員を含め、市内81医療機関による実態把

握調査が実施されており、その結果を踏まえ、対策に
つなげたい。また、全国の推定値により算出した本
市の患者数は、平成30年１月末時点で、認知症有病
者が3,439人、ＭＣＩが2,533人、合計5,972人と推
計している。本市では、認知症初期集中治療チーム
が、認知症の疑いのある方の家庭を訪問し、適切な
医療や介護につなげる役割を担っている。

　ひきこもりの方の御家族の精神的、経済
的な負担は大きいと言われており、御家族

への支援は大変重要であると考えている。また、
家族会への支援については、具体的な相談があれ
ば、前向きに検討し、家族会との連携についても、
家族会の意見を参考にしながら、どのような取り
組みができるか研究したい。

岩永　愼太郎 議員

免許証を自主返納した
高齢者への特典の提供

　高齢者ドライバーの免許証の自主返納を促すため、
運転免許証更新の際に、認知機能検査などが義務付け
られている。自主返納により不便を強いられる方への
対策として、他市では、タクシー代の半額を補助する
「マイタク利用券」などの特典がある。大村市におい
ても、市独自の特典の提供を考えられないか尋ねる。

答 　国は、平成29年６月に有識者から高齢
運転者交通事故防止対策に関する提言を受

け、今後、一定の方針を示すと思われる。市とし
ては、この方針を踏まえつつ、公共交通網に関す
る考え方を整理し、他市の先進事例を参考にして、
県内各市の担当課による交通
安全対策連絡協議会や庁内で
の協議を行い、取り組みを検
討したい。

JR岩松駅に快速列車の
停車を要望

　JR九州の３月ダイヤ改正により、竹松・諫早間の運
行本数が66便となる。うち、29便が快速列車であり、
岩松駅には停車しない。岩松駅近辺には、長崎医療セ
ンターや活水女子大学看護学部等があり、大規模な福
祉施設も建設中である。今後JR利用者の増加が見込ま
れるため、岩松駅への快速列車の停車を要望できないか。

答

廣瀬　政和 議員

福祉・医療・保健福祉・医療・保健福祉・医療・保健福祉・医療・保健

福祉・医療・保健福祉・医療・保健産業・経済・労働産業・経済・労働

　Ｖ・ファーレン長崎が、Ｊ１リーグへ昇格した。県
立総合運動公園での全20試合の県外からの来場客は、
１試合当たり３～４千人と予想される。すでに航空便
も満席で、諫早市内のホテルも満室の状態である。雲
仙市では、宿泊費を補助する予算を計上している。大
村市を素通りのまちとしてはならない。農家民泊を含
め、宿泊・観光へ誘客する施策が遅いのではないか。

水上　享 議員

サッカー観戦客の
大村への宿泊・観光誘客へ　

答 　 Ｖ・ファーレン長崎を活用した観光誘客
については、今後、受け入れ側のホテル・

旅館組合やコンベンション協会との協議を行う。
また、空港を利用した物産展や、飲食店にアウェ
イチームの旗を掲示し誘客するなど、県と県下市
町で一丸となって進める必要があると考えている。
また、農家民泊については、グリーンツーリズム
推進協議会と協議していきたい。

　今後、新幹線の整備、開業にあわせ、市
内に新たに整備される新駅の利用状況や全

体的な利用状況を踏まえ、研究していきたい。

　本市では平成31年１月から、子ども医療費助成制度
の改正により、未就学児対象の現物給付と小中学生対
象の委任払いの２つの制度が混在することになる。窓
口で医療費を支払う保護者や事務手続きを行う医療機
関において、混乱が生じることが懸念されるが、今後、
小学生も現物給付の対象にする考えはあるのか。また、
国のペナルティが廃止となれば、小学生を現物給付に
する考えはあるのか。

小林　史政 議員

子ども医療費助成制度
への現物給付の導入

答  小学生までの医療費の現物給付制度の導
入については、断念しておらず、協議・検

討を重ねていかなければ
ならないと考えている。
また、国のペナルティが
廃止されれば、小学生は
現物給付とする。

　政府は、幼児教育無償化を2020年から実施するこ
ととしている。現在、約4,300人の幼児が保育所等に
入所しているが、待機児童は117人と施設不足は明ら
かである。無償化となれば、保護者の求職段階からの
対策が必要となり、混乱が生じないように施設整備は
急務であるが、対策は考えているのか。

村上　信行 議員

幼児教育・保育料
無償化対策

答 　国においては、2020年を目途に、幼児
教育無償化を進めていこうとしているが、

現在、詳細は示されていない。市としては、無償
化が本市の教育・保育
ニーズに与える影響は大
きいと考えている。今後、
制度の内容をしっかり確
認し、適切な受け皿確保
に全力で取り組みたい。
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市政一般質問

宮田　真美 議員

　子育て支援に逆行するとして、全国知事会や市長会
では国に対し、子どもの均等割の減免が要望されてい
る。東京都議会においても、国に対する意見書が採択
され、埼玉県ふじみ野市では、平成30年度からの第３
子以降の均等割の減免が昨年12月議会で可決された。
大村市でも子どもの均等割の減免を検討してほしいが
どうか。

宮田　真美 議員

ひきこもりの家族会の
立ち上げに協力を

国保税の子どもの
均等割の減免を求める

答

　若年性認知症は、65歳未満で発症する認知症である。
また、認知症の前段階であるＭＣＩ（軽度認知症）は
適切な対応をとらなければ、認知症になる確率が高く
なる。このため、いずれの症状に対しても、早期発見
の支援体制の確立が極めて重要である。市内における
若年性認知症とＭＣＩの実態及び支援対策の現況につ
いて尋ねる。

　ひきこもりの方を支えているご家族から、「家族会
を立ち上げたい。運営は家族会で行うので、市には定
例での開催ができるように場所の確保と広報紙に開催
通知の掲載をお願いしたい。」との声が上がっている。
ひきこもりへの支援は、当事者だけではなく家族への
支援も大切である。市ができる支援と今後の家族会と
の連携をお願いしたい。

山北　正久 議員

若年性認知症
・軽度認知症の支援策

　国保税における子育て世代の負担軽減を
実施した場合、それ以外の被保険者の負担

増によって全体を賄う仕組みとなっているため、
どのような政策が最もふさわしいのかを慎重に議
論していきたい。なお、毎年、市長会を通じ国に
対して、子育て世代の負担軽減のための支援制度
創設の要望を提出しており、今後も市民の負担軽
減につながるよう行動したい。

答答 　若年性認知症については、現在、医師会
会員を含め、市内81医療機関による実態把

握調査が実施されており、その結果を踏まえ、対策に
つなげたい。また、全国の推定値により算出した本
市の患者数は、平成30年１月末時点で、認知症有病
者が3,439人、ＭＣＩが2,533人、合計5,972人と推
計している。本市では、認知症初期集中治療チーム
が、認知症の疑いのある方の家庭を訪問し、適切な
医療や介護につなげる役割を担っている。

　ひきこもりの方の御家族の精神的、経済
的な負担は大きいと言われており、御家族

への支援は大変重要であると考えている。また、
家族会への支援については、具体的な相談があれ
ば、前向きに検討し、家族会との連携についても、
家族会の意見を参考にしながら、どのような取り
組みができるか研究したい。

岩永　愼太郎 議員

免許証を自主返納した
高齢者への特典の提供

　高齢者ドライバーの免許証の自主返納を促すため、
運転免許証更新の際に、認知機能検査などが義務付け
られている。自主返納により不便を強いられる方への
対策として、他市では、タクシー代の半額を補助する
「マイタク利用券」などの特典がある。大村市におい
ても、市独自の特典の提供を考えられないか尋ねる。

答 　国は、平成29年６月に有識者から高齢
運転者交通事故防止対策に関する提言を受

け、今後、一定の方針を示すと思われる。市とし
ては、この方針を踏まえつつ、公共交通網に関す
る考え方を整理し、他市の先進事例を参考にして、
県内各市の担当課による交通
安全対策連絡協議会や庁内で
の協議を行い、取り組みを検
討したい。

JR岩松駅に快速列車の
停車を要望

　JR九州の３月ダイヤ改正により、竹松・諫早間の運
行本数が66便となる。うち、29便が快速列車であり、
岩松駅には停車しない。岩松駅近辺には、長崎医療セ
ンターや活水女子大学看護学部等があり、大規模な福
祉施設も建設中である。今後JR利用者の増加が見込ま
れるため、岩松駅への快速列車の停車を要望できないか。
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　Ｖ・ファーレン長崎が、Ｊ１リーグへ昇格した。県
立総合運動公園での全20試合の県外からの来場客は、
１試合当たり３～４千人と予想される。すでに航空便
も満席で、諫早市内のホテルも満室の状態である。雲
仙市では、宿泊費を補助する予算を計上している。大
村市を素通りのまちとしてはならない。農家民泊を含
め、宿泊・観光へ誘客する施策が遅いのではないか。

水上　享 議員
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推進協議会と協議していきたい。

　今後、新幹線の整備、開業にあわせ、市
内に新たに整備される新駅の利用状況や全

体的な利用状況を踏まえ、研究していきたい。

　本市では平成31年１月から、子ども医療費助成制度
の改正により、未就学児対象の現物給付と小中学生対
象の委任払いの２つの制度が混在することになる。窓
口で医療費を支払う保護者や事務手続きを行う医療機
関において、混乱が生じることが懸念されるが、今後、
小学生も現物給付の対象にする考えはあるのか。また、
国のペナルティが廃止となれば、小学生を現物給付に
する考えはあるのか。

小林　史政 議員

子ども医療費助成制度
への現物給付の導入

答  小学生までの医療費の現物給付制度の導
入については、断念しておらず、協議・検

討を重ねていかなければ
ならないと考えている。
また、国のペナルティが
廃止されれば、小学生は
現物給付とする。

　政府は、幼児教育無償化を2020年から実施するこ
ととしている。現在、約4,300人の幼児が保育所等に
入所しているが、待機児童は117人と施設不足は明ら
かである。無償化となれば、保護者の求職段階からの
対策が必要となり、混乱が生じないように施設整備は
急務であるが、対策は考えているのか。

村上　信行 議員

幼児教育・保育料
無償化対策

答 　国においては、2020年を目途に、幼児
教育無償化を進めていこうとしているが、

現在、詳細は示されていない。市としては、無償
化が本市の教育・保育
ニーズに与える影響は大
きいと考えている。今後、
制度の内容をしっかり確
認し、適切な受け皿確保
に全力で取り組みたい。
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市政一般質問

　今年で３年目を迎える「海フェスタ大村湾」につい
て、平成29年度は開催地域を大村湾流域自治体５市５
町に広げ、「大村湾ZEKKEIライド」も含め、非常に
評判も良かった。しかし、本事業は日本財団の100％
の補助事業であり、29年度が補助の最終年度であった。
30年度以降も継続して実施できないか尋ねる。

大崎　敏明 議員

 「大村市農業基本計画」の見直しが行われている。そ
の中で相変わらず「黒田五寸人参」等のブランド化を
うたっているが、そろそろ「黒田五寸人参」から脱却
すべきと考える。計画の素案作成にあたり市内食品関
連業者に対して行ったアンケートでは、大村産を使用
しない理由の一位が「使用したい農産物が生産されて
いない」だった。使用したい農産物が何なのか聞き取
り調査はしたのか。

城　幸太郎 議員

答

農産物の
ブランド化について

答
　海フェスタ大村湾については、平成30
年度も大村市を含めた２市５町で、17事

業の実施を予定しており、日本財団には引き続き
補助率80％の助成を申
請している。なお、大村
湾ZEKKEIライドについ
ては、最低でも10年間
は取り組むこととしたい。

　今回のアンケートは、無
記名で実施したため、その

後のフォローは難しかった。ただ、
大村で何が作られているのか知らな
いという回答もあったので、そこに
ついてはしっかりアピールをしてい
きたい。また、今後、機会を捉えて、
回答者のお話を聞いてみたい。

　地域連携ポイント事業は、行政と民間事業者の連携
により、市民サービスの向上と地域経済の活性化・好
循環のために取り組むものである。本事業は、民間事
業者の協力なしで推進することはできない。各協力事
業者への事業説明や意見聴取を通じ、協力を得られる
感触はあったのか尋ねる。

野島　進吾 議員

　高校の教科書見直しが発表され、今後は小中学校の教
科書も改訂される。特に歴史教科書の選定や採択の責任
は重い。中国大陸への進出や朝鮮の統治は、学校や鉄道
などの社会資本を整備したことから、植民地政策ではな
く、同化政策である。近代史の認識を新たにすることが
必要である。教科書選定や採択の関係者の選出における
透明性や中立性を検討していただきたいがどうか。

中瀬　昭隆 議員

地域連携ポイントへの協力

答

高校の教科書改訂と
中学校教科書の連続性

答
　地域連携ポイント事業については、商工
会議所等に説明したところ、否定的な意見

はなく、仕組みは理解していただけたと思う。ポ
イント事業に一定の理解は得られているが、経費
面が大きな問題だと感じている。

　教科書採択に当たっては、文部科学省が
示す義務教育諸学校用教科書の採択の仕組

みに沿い、静ひつな環境のもと、十分かつ綿密に
内容の調査研究に努めている。また、開かれた採
択の取り組みとしては、採択協議会の委員に保護
者代表を選任するなど、広く意見を収集し、採択
に生かしており、採択の結果及び理由等を公表し
ている。今後も、開かれた採択の取り組みを進め
ていきたい。

市民の要望・映画館を
大村公園の近くに開館

　全国的に価格が高いと言われている公立中学校の制
服について、どのような対応を行っているのか。また、
中学校に設置が計画されているエアコンのランニング
コストはどれくらいか。また、電気代等の負担を保護
者に求めるのか。

　大村ボート場内の外向発売所ブルードラゴンを移転
する計画が進められている。当該施設は、まだ新しい
ため、解体せずに再利用すべきと考える。市民満足度
調査でも映画館の設置の要望が多いため、全国24ボー
トレース場初となる競艇企業局所有のシアターとして、
「パークサイドシネマ大映」と銘打ち、運営を委託し、
市民の文化向上の一翼を担う施設としてはどうか。

朝長　英美 議員

教育行政

答
答

 中学校の制服については、保護者の負担
が過重なものとならないようにすることは

大切だと認識しており、経済的困難を抱える保護
者には就学援助を行っている。また、中学校に設
置予定のエアコンのランニングコストについては、
大まかな概算ではあるが、年間1,000万円から
2,000万円と考えている。また、学校施設は設置者
が管理することとなっている
ため、保護者等に電気代等を
負担していただく考えはない。

　外向発売所を移転した後の施設について、
競艇企業局で活用する場合は、売上増大に

つながるという観点を持って、新たな投資などを
行う必要があるが、市全体で
見たときには、もったいない
ということにもなる。このた
め、市長部局と十分に協議し、
有効に利活用できればいいと
考えている。

廣瀬　政和 議員

市内小中学生の学力向上
の取り組みについて

　平成31年３月までに、中学校の全ての普通教室に空
調設備が設置される。近年の気温上昇等を考えると、
小学校、特に低学年の教室に設置することはできない
か。また、学校トイレの洋式化については、31年度か
らの３カ年で整備されるが、低学年や女子トイレを最
優先に取り組むことはできないか。

　学校教育とは、人間として、家族、社会、国民の一
人として、共通に身につけるべき基礎、基本を習得さ
せることである。しかし、テスト、あるいは通知表と
いうものがあるため、どうしても点数、学力が気にな
るところである。市内小中学校学力向上の取り組みに
ついて尋ねる。

永尾　髙宣 議員

小中学校のトイレと
空調設備の充実を！！

答答 　小学校への空調設備の設置については、
教育委員会の今後の課題と捉えており、

十分協議していきたい。
また、学校トイレの洋
式化については、小学
校を先行実施し、低学
年のフロアや女子トイ
レから重点的に整備す
ることとしている。

　平成29年度の主体的な取り組みとして、
市内６中学校区の校区を単位とした小中学

校連携一貫事業に取り組んでいる。
　また、全学級に実物投影機を整備するとともに、
授業で使用する教材などをオンライン上で活用で
きる学習支援サービスを全小中学校に導入し、活
用している。
　あわせて、教職員研修の充実を図るとともに、
教員の授業力向上を目指している。

産業・経済・労働

産業・経済・労働

産業・経済・労働教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ 教育・文化・スポーツ

海フェスタ大村湾

水上　享 議員
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市政一般質問

　今年で３年目を迎える「海フェスタ大村湾」につい
て、平成29年度は開催地域を大村湾流域自治体５市５
町に広げ、「大村湾ZEKKEIライド」も含め、非常に
評判も良かった。しかし、本事業は日本財団の100％
の補助事業であり、29年度が補助の最終年度であった。
30年度以降も継続して実施できないか尋ねる。

大崎　敏明 議員

 「大村市農業基本計画」の見直しが行われている。そ
の中で相変わらず「黒田五寸人参」等のブランド化を
うたっているが、そろそろ「黒田五寸人参」から脱却
すべきと考える。計画の素案作成にあたり市内食品関
連業者に対して行ったアンケートでは、大村産を使用
しない理由の一位が「使用したい農産物が生産されて
いない」だった。使用したい農産物が何なのか聞き取
り調査はしたのか。

城　幸太郎 議員

答

農産物の
ブランド化について

答
　海フェスタ大村湾については、平成30
年度も大村市を含めた２市５町で、17事

業の実施を予定しており、日本財団には引き続き
補助率80％の助成を申
請している。なお、大村
湾ZEKKEIライドについ
ては、最低でも10年間
は取り組むこととしたい。

　今回のアンケートは、無
記名で実施したため、その

後のフォローは難しかった。ただ、
大村で何が作られているのか知らな
いという回答もあったので、そこに
ついてはしっかりアピールをしてい
きたい。また、今後、機会を捉えて、
回答者のお話を聞いてみたい。

　地域連携ポイント事業は、行政と民間事業者の連携
により、市民サービスの向上と地域経済の活性化・好
循環のために取り組むものである。本事業は、民間事
業者の協力なしで推進することはできない。各協力事
業者への事業説明や意見聴取を通じ、協力を得られる
感触はあったのか尋ねる。

野島　進吾 議員

　高校の教科書見直しが発表され、今後は小中学校の教
科書も改訂される。特に歴史教科書の選定や採択の責任
は重い。中国大陸への進出や朝鮮の統治は、学校や鉄道
などの社会資本を整備したことから、植民地政策ではな
く、同化政策である。近代史の認識を新たにすることが
必要である。教科書選定や採択の関係者の選出における
透明性や中立性を検討していただきたいがどうか。

中瀬　昭隆 議員

地域連携ポイントへの協力

答

高校の教科書改訂と
中学校教科書の連続性

答
　地域連携ポイント事業については、商工
会議所等に説明したところ、否定的な意見

はなく、仕組みは理解していただけたと思う。ポ
イント事業に一定の理解は得られているが、経費
面が大きな問題だと感じている。

　教科書採択に当たっては、文部科学省が
示す義務教育諸学校用教科書の採択の仕組

みに沿い、静ひつな環境のもと、十分かつ綿密に
内容の調査研究に努めている。また、開かれた採
択の取り組みとしては、採択協議会の委員に保護
者代表を選任するなど、広く意見を収集し、採択
に生かしており、採択の結果及び理由等を公表し
ている。今後も、開かれた採択の取り組みを進め
ていきたい。

市民の要望・映画館を
大村公園の近くに開館

　全国的に価格が高いと言われている公立中学校の制
服について、どのような対応を行っているのか。また、
中学校に設置が計画されているエアコンのランニング
コストはどれくらいか。また、電気代等の負担を保護
者に求めるのか。

　大村ボート場内の外向発売所ブルードラゴンを移転
する計画が進められている。当該施設は、まだ新しい
ため、解体せずに再利用すべきと考える。市民満足度
調査でも映画館の設置の要望が多いため、全国24ボー
トレース場初となる競艇企業局所有のシアターとして、
「パークサイドシネマ大映」と銘打ち、運営を委託し、
市民の文化向上の一翼を担う施設としてはどうか。

朝長　英美 議員

教育行政

答
答

 中学校の制服については、保護者の負担
が過重なものとならないようにすることは

大切だと認識しており、経済的困難を抱える保護
者には就学援助を行っている。また、中学校に設
置予定のエアコンのランニングコストについては、
大まかな概算ではあるが、年間1,000万円から
2,000万円と考えている。また、学校施設は設置者
が管理することとなっている
ため、保護者等に電気代等を
負担していただく考えはない。

　外向発売所を移転した後の施設について、
競艇企業局で活用する場合は、売上増大に

つながるという観点を持って、新たな投資などを
行う必要があるが、市全体で
見たときには、もったいない
ということにもなる。このた
め、市長部局と十分に協議し、
有効に利活用できればいいと
考えている。

廣瀬　政和 議員

市内小中学生の学力向上
の取り組みについて

　平成31年３月までに、中学校の全ての普通教室に空
調設備が設置される。近年の気温上昇等を考えると、
小学校、特に低学年の教室に設置することはできない
か。また、学校トイレの洋式化については、31年度か
らの３カ年で整備されるが、低学年や女子トイレを最
優先に取り組むことはできないか。

　学校教育とは、人間として、家族、社会、国民の一
人として、共通に身につけるべき基礎、基本を習得さ
せることである。しかし、テスト、あるいは通知表と
いうものがあるため、どうしても点数、学力が気にな
るところである。市内小中学校学力向上の取り組みに
ついて尋ねる。

永尾　髙宣 議員

小中学校のトイレと
空調設備の充実を！！

答答 　小学校への空調設備の設置については、
教育委員会の今後の課題と捉えており、

十分協議していきたい。
また、学校トイレの洋
式化については、小学
校を先行実施し、低学
年のフロアや女子トイ
レから重点的に整備す
ることとしている。

　平成29年度の主体的な取り組みとして、
市内６中学校区の校区を単位とした小中学

校連携一貫事業に取り組んでいる。
　また、全学級に実物投影機を整備するとともに、
授業で使用する教材などをオンライン上で活用で
きる学習支援サービスを全小中学校に導入し、活
用している。
　あわせて、教職員研修の充実を図るとともに、
教員の授業力向上を目指している。

産業・経済・労働

産業・経済・労働

産業・経済・労働教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ 教育・文化・スポーツ

海フェスタ大村湾

水上　享 議員
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市政一般質問

　全国学力・学習状況調査によると、大村市の児童生
徒の地域行事やボランティア参加率は、全国及び県平
均よりも低い結果となっている。学力が全国平均を下
回っている現状も確かに心配であるが、このことはそ
れ以上に問題である。教育委員会の見解と対応を尋ね
る。

田中　秀和 議員

　新嘗祭は、毎年秋に行われる宮中祭祀の１つとして
行われ、天皇陛下がその年に収穫された初穂をお供え
し、収穫を喜び、五穀豊穣に感謝した後、新米である
初穂を召し上がられる。学校給食でも、この祭典に合
わせ、新嘗祭以降に新米を提供し、お米が日本人の主
食であることの自覚と子供たちが収穫を祝い感謝する
気持ちを育む取り組みをすることはできないか尋ねる。

山口　弘宣 議員

学校及び児童生徒と
地域行事の関わり

答

お米が主食であることの
自覚と感謝

答
　全国学力・学習状況調査において、地域
行事に参加している児童生徒の割合が、全

国や県の平均に比べて低かったことについては、
大変残念に思っている。この課題の改善のために
は、家庭、地域の連携・協力が不可欠であると考
えている。学校では、引き続き地域素材や人材の
活用など、地域の良さに触
れる学習機会を設け、年間
を通して計画的に実施する
よう指導したい。

　本市の学校給食では、大村市内で収穫さ
れた米を100％使用している。毎年11月

後半には新米に切り替わるが、その際には、児童
生徒に周知するなど、引き続き生産者や自然に対
し、感謝の気持ちを持
つことの大切さを伝え、
豊かな心を育む食育を
さらに推進したい。

　市は、平成31年度に中学校の普通教室へのエアコン
の整備を目指しているが、以下の視点が欠けているた
め、計画的に進めることを求める。①PDCAサイクル
の履行。②詳細な室温調査の実施。③国等の有利な財
源の活用。④小学校への整備計画の策定。⑤指定避難
所として求められる防災機能の検討。⑥公共施設等総
合管理計画との整合性。

神近　寛 議員

　学期制検討委員会の答申により2020年度から小中
全校を三学期制に戻すと決定した。学習指導要領の改
訂により教員の仕事量増は明白である。教員の環境改
善は、ひいては子供の教育環境改善につながり、「豊
かな学力」「確かな育ち」が芽生えると考える。４月
中に設置する準備委員会で教員の働き方改革について
もしっかり検討することを約束してほしい。　

城　幸太郎 議員

手放しでは喜べない
中学校へのエアコン整備　

答

三学期制への移行について

答
　近年の気温上昇にかんがみ、学習環境の
改善を目的に、進路決定の重要な時期を過

ごす中学校から整備することとした。小学校への
整備は、平成32年度からの３学期制への移行や、
アセットマネジメント計画における小学校校舎の
建替えスケジュールを踏まえ検討したい。事業費
については、国への交付金の申請は行わず地方債
を活用したい。避難所機能については平成30年度
から関係部局で協議に入ることとしている。

　現在、教職員はさまざまな問題に時間を
費やしており、授業にかける時間が少なく

なってきている。これを機にオンとオフのはっき
りした教職員の働き方改革を行い、子供たちにも
元気を与え、一芸に秀でた子供たちをたくさん認
め、たくさんいいところをほめて、短期間のうち
にそのような大村の子供たちを育てていきたい。

教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ教育・文化・スポーツ

教育・文化・スポーツ

　市は、平成29年６月定例会において、平成32年度
末までに新市庁舎を建設するという非常に時間的に余
裕のない建設スケジュールを示した。現在策定中の新
庁舎建設基本計画の公表時期、基本設計や実施設計に
係る業者選定の時期など、今後のスケジュールを示し
てほしい。また、プロポーザル方式による設計業者の
選定の過程で、業者からの提案（プレゼンテーショ
ン）の公開をすべきでないか。

伊川　京子 議員

新市庁舎建設

答 　新市庁舎建設スケジュールについては、
平成30年５月までに基本計画を策定し、

６月上旬には公表したい。また、基本設計と実施
設計については一括発注とし、６月にプロポーザ
ル方式により事業者を公募し、９月ごろまでには
事業者を選定したい。また、業者からの基本設計、
実施設計の提案については、基本的に公開するこ
とを考えている。

行財政・一般

注6

　大村公園をさらに美しくするため、玖島川沿いの遊
歩道と対岸の駐車場をつなぐ橋を架けることはできな
いか。また、護岸が崩れかかっている大村藩お船蔵跡
を整備することはできないか。また、桜田の堀につい
て、外周にある木柵が老朽化し危険であるため、早急
に整備することはできないか。

永尾　髙宣 議員

大村公園をさらに美しく！！

答  架橋については、今後の河川改修計画に
あわせ、総合的に検討したい。また、お船

蔵跡の護岸については、何らかの復旧が必要と考
えている。なお、当海岸は、海岸保全区域であり、
県史跡の指定もなされていることから、関係機関
と協議したい。また、桜田の堀の木柵については、
大村市公園施設長寿命化計画に基づき、平成30年
度から整備する計画であり、危険と思われる箇所
は、応急的な補修により対応している。

都市整備

村上　秀明 議員

都市計画マスタープラン
の修正見直し

　本市が策定している「総合計画」、「人口ビジョ
ン」では、平成37年の目標人口を10万人と設定して
いる。一方で「都市計画マスタープラン」の平成40年
の目標人口は、９万1,000人と設定されており、これ
らの計画に整合性を持たせることは不可欠と考える。
「都市計画マスタープラン」の目標人口と土地利用計
画等も含め、早期に見直すべきではないか。

答 　平成24年３月に策定した都市計画マス
タープランについては、策定からおおむね

10年後に見直すこととしており、あわせて、本市
を取り巻く情勢の変化を踏まえ、必要に応じて見
直しなどを行うこととしている。平成30年度には、
土地利用計画の基となる都市計画基礎調査を県と
連携して実施することとしており、今後、同プラ
ンの見直しに向けた取り組みを進めていきたい。

都市整備
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市政一般質問

　全国学力・学習状況調査によると、大村市の児童生
徒の地域行事やボランティア参加率は、全国及び県平
均よりも低い結果となっている。学力が全国平均を下
回っている現状も確かに心配であるが、このことはそ
れ以上に問題である。教育委員会の見解と対応を尋ね
る。

田中　秀和 議員

　新嘗祭は、毎年秋に行われる宮中祭祀の１つとして
行われ、天皇陛下がその年に収穫された初穂をお供え
し、収穫を喜び、五穀豊穣に感謝した後、新米である
初穂を召し上がられる。学校給食でも、この祭典に合
わせ、新嘗祭以降に新米を提供し、お米が日本人の主
食であることの自覚と子供たちが収穫を祝い感謝する
気持ちを育む取り組みをすることはできないか尋ねる。

山口　弘宣 議員

学校及び児童生徒と
地域行事の関わり

答

お米が主食であることの
自覚と感謝

答
　全国学力・学習状況調査において、地域
行事に参加している児童生徒の割合が、全

国や県の平均に比べて低かったことについては、
大変残念に思っている。この課題の改善のために
は、家庭、地域の連携・協力が不可欠であると考
えている。学校では、引き続き地域素材や人材の
活用など、地域の良さに触
れる学習機会を設け、年間
を通して計画的に実施する
よう指導したい。

　本市の学校給食では、大村市内で収穫さ
れた米を100％使用している。毎年11月

後半には新米に切り替わるが、その際には、児童
生徒に周知するなど、引き続き生産者や自然に対
し、感謝の気持ちを持
つことの大切さを伝え、
豊かな心を育む食育を
さらに推進したい。

　市は、平成31年度に中学校の普通教室へのエアコン
の整備を目指しているが、以下の視点が欠けているた
め、計画的に進めることを求める。①PDCAサイクル
の履行。②詳細な室温調査の実施。③国等の有利な財
源の活用。④小学校への整備計画の策定。⑤指定避難
所として求められる防災機能の検討。⑥公共施設等総
合管理計画との整合性。

神近　寛 議員

　学期制検討委員会の答申により2020年度から小中
全校を三学期制に戻すと決定した。学習指導要領の改
訂により教員の仕事量増は明白である。教員の環境改
善は、ひいては子供の教育環境改善につながり、「豊
かな学力」「確かな育ち」が芽生えると考える。４月
中に設置する準備委員会で教員の働き方改革について
もしっかり検討することを約束してほしい。　

城　幸太郎 議員

手放しでは喜べない
中学校へのエアコン整備　

答

三学期制への移行について

答
　近年の気温上昇にかんがみ、学習環境の
改善を目的に、進路決定の重要な時期を過

ごす中学校から整備することとした。小学校への
整備は、平成32年度からの３学期制への移行や、
アセットマネジメント計画における小学校校舎の
建替えスケジュールを踏まえ検討したい。事業費
については、国への交付金の申請は行わず地方債
を活用したい。避難所機能については平成30年度
から関係部局で協議に入ることとしている。

　現在、教職員はさまざまな問題に時間を
費やしており、授業にかける時間が少なく

なってきている。これを機にオンとオフのはっき
りした教職員の働き方改革を行い、子供たちにも
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　マイナンバー制度は、行政の効率化や国民の利便性
を高め、公平・公正な社会を実現する社会基盤づくり
のために必要な国策として実施されている。しかし、
本市におけるカードの登録率は15％程度であり、いま
だ市民に認知されているとは言い難い状況が続いてい
る。このため、登録率上昇のための対策について、ど
のような見解なのか尋ねる。

山口　弘宣 議員

マイナンバーカードの
登録の必要性

答 　マイナンバーカードの普及策については、
カード申請時に必要となる顔写真の無料撮

影サービスをこれまでに３回実施し、好評であっ
たため、今後も引き続き計画したい。また、市
ホームページには、スマートフォンなどによる申
請方法を掲載しているほか、ケーブルテレビで番
組を放映していただくなど普及活動に努めてきた。
平成30年度は、本腰を入れて、さらなる普及活動
に努めたい。

行財政・一般

　自衛隊三部隊の隊員数と本市への経済波及効果はど
のくらいか。また、竹松駐屯地のホーク部隊の一部が
移転するとの話を聞くが、仮に移転となった場合、本
市の経済や財政に及ぼす影響はどのくらいか。市にお
いては、積極的な情報収集に努め、迅速に対応してほ
しい。

村上　秀明 議員

陸上自衛隊竹松駐屯地

答 　自衛隊による経済波及効果は、詳細な
データはないが、以前の新聞記事や他の基

地の効果額からすると、年間300億円から400億
円程度になると思われる。また、移転した場合の
影響については、減員規模によっては、大きな経
済的影響を受けると思っている。部隊再編等の正
確な情報をしっかり収集することはもちろんだが、
隊員の減少は市民の減少となるため、そのような
ことにならないよう要望を続けたい。

行財政・一般

　地方創生ジェネラルマネージャー（以下「ＧＭ」と
いう）の２年間の活動実績をどのように評価している
のか。また、平成30年度当初予算には、ＧＭの報酬と
して840万円が計上されていることから、３年目も契
約継続の意向であるが、どのような役割を担わせるの
か。議会、市民には、ＧＭの活動が見えにくいので、
見えるようにしてほしい。

村崎　浩史 議員

地方創生ＧＭの活動実績
への評価と今後は？

答 　地方創生ＧＭの大きな役割は、職員に不
足しているスキルや人脈等を補完すること

であり、これまでの２年間で市のプロモーション
の質が変化したと評価している。ＧＭの豊富な経
験を生かした助言等で職員も学んできた。
　平成30年度は、移住施策の効果的なプロモー
ション展開など、シティプロモーションの推進に
注力してもらう。

行財政・一般

　新庁舎建設について、平成30年５月までに基本計画
を策定し、９月にはプロポーザル方式により基本設計、
実施設計の業者を選定するにもかかわらず、平成30年
度施政方針において、全く触れなかったのはなぜなの
か。また、駐車場については、現庁舎跡地に来庁者用
として225台確保する予定であるが、機能集約化によ
り職員駐車場は現在より100台増の600台が必要にな
ると思われるが、どのように考えているのか。

村上　信行 議員

新庁舎建設

答 　施政方針に新庁舎建設の件を記載しな
かったことについては、私市長の責任であ

り、記載すべきだったと考えている。また、駐車
場については、働く職員のことは大切であるが、
来庁者用の駐車場の確保、整備を優先すべきであ
る。職員用の駐車場については、限られたスペー
スの中、どのように確保できるのか、全体的に検
討したい。

行財政・一般

市政一般質問
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　２月４日に投開票された県知事及び県議会議員補欠
選挙は、県下のほとんどの自治体の投票率が悪かった
にもかかわらず、本市は大変良かった。しかし、速報
が遅れたことにより、市民からたくさんの苦情がケー
ブルテレビに寄せられた。今後、発表時刻の厳守や発
表回数を増やすことはできないか。

大崎　敏明 議員

選挙速報のやり方

答 　今回の選挙の速報に遅れが生じた原因は、
開票作業に遅れが生じたためである。次回

の選挙からは、観覧される市民の方などにもわか
りやすいよう、場内掲示回数を増やすなどの改善
に努めたい。

行財政・一般

　全国的に投票率のアップを目指す取り組みが進む中、
本市でも期日前投票所の増設等が行われてきた。投票
日当日の悪天候が予測されるなどの理由により、利用
者も年々増加している。県下では、昨年10月に平戸市
で移動式期日前投票所が開設された。本市においても、
今後の動向を見守り、導入に向け検討する考えはない
のか尋ねる。

田中　博文 議員

投票率ＵＰと交通弱者の
ための移動式投票所

答  平戸市では、当日投票所の統廃合を実施
した投票所について移動投票所とした経緯

がある。大村市は、市内30カ所に投票所を設けて
おり、山間部も網羅している。また、投票所を統
廃合する予定もない。よって、移動投票所につい
ては、今後、市全体で投票所を統廃合する議論が
出たときには、検討する必要があると思うが、現
時点での検討は時期尚早である。

行財政・一般

　ボートレース事業の利益は、こども夢基金に積み立
てられ、保育料第２子無料化などの子育て支援策に活
用されてきたが、同基金の廃止を本定例会に提案して
いる。これまで、同事業の利益は、基本的に子育て・
教育に関するハード整備に充てるべきだと私は主張し
てきたが、今後の活用方法を市長は明確にするべきで
ある。

村崎　浩史 議員

ボート事業の利益は
何に使うのかを明確に！

答  ボートレース事業の利益については、地
域振興基金及び減債基金に積み立て、新幹

線や図書館など今後の大型建設事業の財源とする。
子育て施設等に特化したハード整備の財源とはし
ない。今後は、両基金及び
国の有利な財源を活用し、
総合的にバランスのとれた
財政運営を行いたい。

行財政・一般

　本市には、現在45の審議会や委員会等があり、その
数は年々増えている。委員の任命については、各担当
課が団体等へ推薦依頼をされていると思うが、同じ人
が多数の審議会の委員に任命され、負担がかかり過ぎ
ている状況は問題ではないか。他市を参考に、審議会
等の設置や委員の選任に関する基本方針や要綱を定め
てはどうか。

伊川　京子 議員

審議会等の委員の任命

答 　一人の方が、多くの審議会等の委員にな
られているという現状は把握しており、負

担をかけていることは課題だと思っている。市と
しても、審議会等を活用
して、よりよい政策を行
いたいと思っているため、
議員の提案についても
しっかり検討して前に進
めたい。

行財政・一般
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しっかり検討して前に進
めたい。

行財政・一般
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各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。

○伊川　京子
中心市街地複合ビルの外国人日本語学校／学校のトイレ
改修・小中学校連携一貫事業・心と郷土愛を育むミュージ
カル鑑賞事業／子育て応援リユースプロジェクト事業／
移住プロモーション／他

○中瀬　昭隆
父親や小中高生の１日保育体験の必要性／子ども医療費
の無料化／市職員の定年延長／市庁舎建て替え／３学期
制への移行／電子黒板、タブレットの学校への導入／生
ごみ肥料化／他

○朝長　英美
消防団員の運転免許・装備・出動手当／中学校の制服・エ
アコン設置・給食提供の問題・医療費無償化／中高一貫教
育／道路行政／等

○水上　享
個人情報／乗合タクシー実証実験の実績／ＪＲ大村線の
ダイヤ改正／大村駅の夜間無人化／サッカー観戦客の市
内誘客／移住・定住促進／ボート事業の売上向上対策・前
売り発売場の再活用／他

○永尾　髙宣
福祉、看護、介護職員の人材不足の対応策として、社会福
祉士を目指す学生への修学資金貸付制度の導入／新た
な工業団地の造成／大学誘致に向けた積極的な取り組
み／小姓小路踏切の安全対策／野田ため池／他

○廣瀬　政和
乗合タクシー導入事業の取り組みについて／国道34号
工事着手の見通しについて／小中学校学期制変更の背
景について、教員の負担軽減について／農業基本計画の
見直しについて、数値目標について

○田中　秀和
地元発注最優先による庁舎建設／空港24時間化と民営
化推進／車両基地駅へのヘレンケラーや石井筆子の紹介
コーナーの設置／リース方式による小学校への空調設備
の設置／子ども会の充実／他

○山口　弘宣
中学生までの子ども医療費の助成／未就学児の現物給
付制度の変更／英語教育の追加による小学校授業時間
数・教職員の負担増・英語教育のあり方／他

○村上　秀明
鳥獣被害対策／職員の就業状況／少雨、渇水と水源能力
／老朽管敷設工事等の進捗状況／福重地区の水道への
接続／モーターボートナイターレース／他

○山北　正久
新市庁舎建設／若年者定着促進対策／防災無線ラジオ
の不燃物投棄／高齢者就労促進／若年性認知症対策／

ひきこもり対策／子ども条例の推進／婚活サポートセン
ター／林務施策の推進／定住促進の数値目標／他

○宮田　真美
第４期男女共同参画プラン／市職員の働き方の見直し／
性的マイノリティーの方の人権と生活向上／ひきこもりへ
の支援／国保税の引き下げと子どもの均等割の減免／他

○大崎　敏明
投票所や投票時間の見直し／期日前投票所の増設／子
連れ投票のススメ／大村湾ブランドのホタテの養殖／森
園海岸／他

○神近　寛
学校トイレの洋式化／市庁舎建設の基本計画の策定状
況・基本設計、実施設計の発注条件・工事期間・総事業費・
分離分割での発注・市民の声の反映／他

○田中　博文
県立・市立一体型図書館（仮称）の進捗状況と愛称の公募
／高速道路での大型車両の駐車スペースの確保／ＦＲＰ船
の廃船活用／車両を利用した移動式投票所の運用による
投票率アップ／他

○村崎　浩史
産業振興行政／中学校の部活動運営のあり方／他

○城　幸太郎
平坦地における優良農地保全／農地の基盤整備事業／
農地の利用集積／新庁舎建設基本計画の進捗／教員の
ストレスチェック／教員の働き方改革／人事評価の現状
について

○野島　進吾
地域公共交通再編実施計画／地域連携ポイント／大村湾
地域経済圏をつなぐ施策／観光や物産の新たな取り組み
／行政視察の受け入れ／上下水道事業に関する市民説
明会

○村上　信行
市内中学校の普通教室へのエアコン設置／大村市のブ
ランド農産物の大量栽培・「ゆでぴー」をブランド化し福岡、
大阪へのＰＲ／他

○小林　史政
平成30年度当初予算／子ども医療費／大村市の観光に
おける現状と課題／木場スマートインターチェンジ／町内
会加入促進条例の制定

○岩永　愼太郎
地方創生事業のこれまでの取り組み及び今後の事業計画
と目標／高齢者の運転免許証自主返納への特典の提供
／幼稚園や認定こども園の教育方針／出張所窓口機能
のサービス拡大／他

市政一般質問

　平成29年の市内の町内会加入率は77.6％で、この
５年間で４ポイント低下している。市としても、でき
る限りの取り組みをしているとは思うが、それにも関
わらず、毎年低下している。災害時などの対応におい
ては、町内会を基盤とした人と人とのつながりの大切
さが、今改めて強調されている。町内会加入促進条例
を制定してはどうか。

小林　史政 議員

町内会加入促進条例の制定

答 　町内会への加入促進については、非常に
重要なことだと考えており、市としても、

町内会加入の声かけをしっかりと行いたい。条例
化についても、非常に重要であり、今後しっかり
研究したい。

行財政・一般

　新市庁舎建設については、ハード・ソフトの両面で
検討されている。今後より一層の情報技術の進展を見
据え、市役所から離れたところに居住する高齢者など
の交通弱者への配慮や市民サービスの向上を図るため、
出張所窓口での証明書の発行や各種申請など、機能を
拡大するべきではないか。

岩永　愼太郎 議員

新市庁舎建設と出張所
窓口サービスの拡大

答 　現在の出張所では、市民課、税務課等の
諸証明の発行などの比較的簡易な業務を

行っており、複雑な業務とは区分している。しか
し、今後、マイナンバーカードの普及、ＩＣＴ技
術やネット環境の整備
がさらに進むと思われ
るため、それらの進展
にあわせ、出張所のあ
り方を研究したい。

行財政・一般

他の議会からの行政視察受入れ一覧
大村市議会では、本市の特色ある事業や取り組みについて、全国各地の議会からの行政視察の受入れを
行っています。２月から４月までの受入れ状況は、下記のとおりです。（平成30年４月30日現在）

＊人数は、議員、理事者、議会事務局随行も含む

月　日 市議会名 委員会・会派名 人数 内　容

2月6日

2月7日

2月14日

3月15日

4月3日

佐賀県鹿島市議会

千葉県山武市議会

兵庫県伊丹市議会

長崎県五島市議会

茨城県坂東市議会

三重県四日市市議会

地方創生対策特別委員会

さんむ21

議長・副議長・事務局長

市民ネットワーク・日本共産党

政翔会・政和会

リベラル21

９名

４名

３名

３名

４名

６名

大村市産業支援センターについて

大村市ふるさとづくり寄附について

子どもの学習支援事業について

委員会傍聴、市民と議会のつどいについて

新市庁舎建設について
ボートレース大村の事業について

長崎県立・大村市立一体型図書館（仮称）
の整備計画について

2月13日
  ～14日
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各議員が通告した質問項目は以下のとおりです。
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改修・小中学校連携一貫事業・心と郷土愛を育むミュージ
カル鑑賞事業／子育て応援リユースプロジェクト事業／
移住プロモーション／他

○中瀬　昭隆
父親や小中高生の１日保育体験の必要性／子ども医療費
の無料化／市職員の定年延長／市庁舎建て替え／３学期
制への移行／電子黒板、タブレットの学校への導入／生
ごみ肥料化／他

○朝長　英美
消防団員の運転免許・装備・出動手当／中学校の制服・エ
アコン設置・給食提供の問題・医療費無償化／中高一貫教
育／道路行政／等

○水上　享
個人情報／乗合タクシー実証実験の実績／ＪＲ大村線の
ダイヤ改正／大村駅の夜間無人化／サッカー観戦客の市
内誘客／移住・定住促進／ボート事業の売上向上対策・前
売り発売場の再活用／他

○永尾　髙宣
福祉、看護、介護職員の人材不足の対応策として、社会福
祉士を目指す学生への修学資金貸付制度の導入／新た
な工業団地の造成／大学誘致に向けた積極的な取り組
み／小姓小路踏切の安全対策／野田ため池／他

○廣瀬　政和
乗合タクシー導入事業の取り組みについて／国道34号
工事着手の見通しについて／小中学校学期制変更の背
景について、教員の負担軽減について／農業基本計画の
見直しについて、数値目標について

○田中　秀和
地元発注最優先による庁舎建設／空港24時間化と民営
化推進／車両基地駅へのヘレンケラーや石井筆子の紹介
コーナーの設置／リース方式による小学校への空調設備
の設置／子ども会の充実／他

○山口　弘宣
中学生までの子ども医療費の助成／未就学児の現物給
付制度の変更／英語教育の追加による小学校授業時間
数・教職員の負担増・英語教育のあり方／他

○村上　秀明
鳥獣被害対策／職員の就業状況／少雨、渇水と水源能力
／老朽管敷設工事等の進捗状況／福重地区の水道への
接続／モーターボートナイターレース／他

○山北　正久
新市庁舎建設／若年者定着促進対策／防災無線ラジオ
の不燃物投棄／高齢者就労促進／若年性認知症対策／

ひきこもり対策／子ども条例の推進／婚活サポートセン
ター／林務施策の推進／定住促進の数値目標／他

○宮田　真美
第４期男女共同参画プラン／市職員の働き方の見直し／
性的マイノリティーの方の人権と生活向上／ひきこもりへ
の支援／国保税の引き下げと子どもの均等割の減免／他

○大崎　敏明
投票所や投票時間の見直し／期日前投票所の増設／子
連れ投票のススメ／大村湾ブランドのホタテの養殖／森
園海岸／他

○神近　寛
学校トイレの洋式化／市庁舎建設の基本計画の策定状
況・基本設計、実施設計の発注条件・工事期間・総事業費・
分離分割での発注・市民の声の反映／他

○田中　博文
県立・市立一体型図書館（仮称）の進捗状況と愛称の公募
／高速道路での大型車両の駐車スペースの確保／ＦＲＰ船
の廃船活用／車両を利用した移動式投票所の運用による
投票率アップ／他

○村崎　浩史
産業振興行政／中学校の部活動運営のあり方／他

○城　幸太郎
平坦地における優良農地保全／農地の基盤整備事業／
農地の利用集積／新庁舎建設基本計画の進捗／教員の
ストレスチェック／教員の働き方改革／人事評価の現状
について

○野島　進吾
地域公共交通再編実施計画／地域連携ポイント／大村湾
地域経済圏をつなぐ施策／観光や物産の新たな取り組み
／行政視察の受け入れ／上下水道事業に関する市民説
明会

○村上　信行
市内中学校の普通教室へのエアコン設置／大村市のブ
ランド農産物の大量栽培・「ゆでぴー」をブランド化し福岡、
大阪へのＰＲ／他

○小林　史政
平成30年度当初予算／子ども医療費／大村市の観光に
おける現状と課題／木場スマートインターチェンジ／町内
会加入促進条例の制定

○岩永　愼太郎
地方創生事業のこれまでの取り組み及び今後の事業計画
と目標／高齢者の運転免許証自主返納への特典の提供
／幼稚園や認定こども園の教育方針／出張所窓口機能
のサービス拡大／他

市政一般質問

　平成29年の市内の町内会加入率は77.6％で、この
５年間で４ポイント低下している。市としても、でき
る限りの取り組みをしているとは思うが、それにも関
わらず、毎年低下している。災害時などの対応におい
ては、町内会を基盤とした人と人とのつながりの大切
さが、今改めて強調されている。町内会加入促進条例
を制定してはどうか。

小林　史政 議員

町内会加入促進条例の制定

答 　町内会への加入促進については、非常に
重要なことだと考えており、市としても、

町内会加入の声かけをしっかりと行いたい。条例
化についても、非常に重要であり、今後しっかり
研究したい。

行財政・一般

　新市庁舎建設については、ハード・ソフトの両面で
検討されている。今後より一層の情報技術の進展を見
据え、市役所から離れたところに居住する高齢者など
の交通弱者への配慮や市民サービスの向上を図るため、
出張所窓口での証明書の発行や各種申請など、機能を
拡大するべきではないか。

岩永　愼太郎 議員

新市庁舎建設と出張所
窓口サービスの拡大

答 　現在の出張所では、市民課、税務課等の
諸証明の発行などの比較的簡易な業務を

行っており、複雑な業務とは区分している。しか
し、今後、マイナンバーカードの普及、ＩＣＴ技
術やネット環境の整備
がさらに進むと思われ
るため、それらの進展
にあわせ、出張所のあ
り方を研究したい。

行財政・一般
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行っています。２月から４月までの受入れ状況は、下記のとおりです。（平成30年４月30日現在）
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● 委員長　岩永 愼太郎　● 副委員長　井上 潤一
● 委　員　神近 寛　野島 進吾　宮田 真美　城 幸太郎　水上 享　山口 弘宣

　深緑の色が増して、五月晴れがさらに気持ちいい季
節になりました。４月に新生活を迎えられた方々にお
かれましては、少しずつ新しい生活に慣れてきた頃で
はないでしょうか。
　大村市議会３月定例会では、平成30年度一般会計予
算など議案41件を審査し、全て原案通り可決（同意）さ
れ、大村市政も平成30年度がスタート致しました。

　20名の議員が登壇した市政一般質問での議論や、
新年度に向けた様々な議案を審査した各委員会にお
ける、市政の目的や課題に係る議論の経過など、限ら
れた範囲ではありますが、できるだけわかりやすくお
伝えできるよう編集しております。今年度も多くの皆様
に読んで頂ける「市議会だより」を目指し取り組んで参
ります。是非これからもお読み頂き、お気軽にご意見
をお寄せ頂ければ幸いでございます。

　平成30年２月22日、三浦議長は、中村県知事、
園田市長ほか関係自治体及び民間団体関係者とと
もに、国土交通省及び地元選出国会議員に対し、
国道34号大村～諫早間４車線化についての新規事
業化を求める要望活動を行いました。
（３月30日に国土交通省は、平成30年度の新規事
業に決定したことを公表しました。）

（野島 進吾）

市議会だより編集後記

（表紙の写真）3月29日、満開の桜が咲く大村公園
で、もうすぐ小学一年生のお友だちを撮影しました。

国土交通大臣に要望を行いました

三浦議長（写真右から３番目）は、
関係者とともに石井国土交通大臣に要望書を手渡しました
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３
月
定
例
会
の
本
会
議
に
は
、１
６
６
名

の
市
民
の
皆
様
に
傍
聴
し
て
い
た
だ
き
、大

変
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

　
今
後
も
、市
政
発
展
の
た
め
に
全
力
で
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
の
で
、よ
ろ
し
く
お

願
い
し
ま
す
。　

　
本
会
議・委
員
会
は
ど
な
た
で
も
傍
聴
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。市
民
の
皆
様
か
ら
選

ば
れ
た
市
議
会
議
員
の
活
動
や
市
政
の
方
針

な
ど
を
直
接
確
か
め
る
こ
と
が
で
き
る
最
も

身
近
な
方
法
で
す
。

　
事
前
の
申
し
込
み
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
の

で
、お
気
軽
に
お
越
し
く
だ
さ
い
。

本
会
議・委
員
会
の
傍
聴
に
お
越
し
く
だ
さ
い

※定例会の予定（日時等）は変更となる場合があります。
※６月７日（木）の議会運営委員会で決定します。

14日（木）・15日（金）
10時

本会議（市政一般質問）

18日（月）～20日（水）
10時

本会議（市政一般質問）

平成30年６月定例会の予定

21日（木）・22日（金）
10時

委員会（議案審査）

25日（月）
13時

委員会（議案審査）

28日（木）
10時

本会議（議案審議）

12日（火）
10時

本会議（議案審議）

6月




